
様式第１号（第５条関係）
年 月 日

　土浦市長　殿

　　　　　　　　　　申請者　本社所在地又は住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　市内の事業所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　企業名又は屋号　　　　　　

　  　　　　　　　　　　　　氏名又は代表者名　 印

１　給付金の名称 土浦市持続化給付金

２　支給申請額　　　　　 金　　　　　　　円

３　売上高等

  Ａ 減収月の売上高(令和２年１月～１２月のいずれか) 円

  Ｂ 比較月の売上高(原則Ａの前年同月) 円

減少率（（Ｂ－Ａ）／Ｂ×１００） ％

４　事業者情報

（１）主な業種

（２）従業者数 人

（３）資本金 円 ※　法人の方のみ記入

５　添付書類

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

令和

土浦市持続化給付金支給申請書兼誓約書

　土浦市持続化給付金の支給を受けたいので，土浦市持続化給付金支給要項に定める要

件，注意事項等について，全て了解したうえで下記のとおり申請します。

　なお，下記６に定める事項に誓約するとともに，下記７に定める事項に同意します。こ

の誓約が虚偽であり，又はこの誓約若しくは同意に反したことにより給付金の返還請求等

の不利益を被ることとなっても，異議は一切申し立てません。

記

開業時期が確認できる書類（令和元年１月１日以降に開業した事業者のみ）

その他市長が必要と認める書類

事業を営んでいることが確認できる書類

売上減少となった月の売上を証する書類

売上減少となった月の比較月の売上を証する書類

振込先口座が確認できる書類

市内の事業所所在地が確認できる書類

（裏面に続く。）



６　誓約事項

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）政治団体でないこと。

（８）国又は法人税法別表第一に規定する公共団体でないこと。

７　同意事項

（１）

（２）

（３）

８　給付金の振込先

９　電話番号及び担当者氏名

宗教上の組織又は団体でないこと。

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する「性風俗関連特殊営
業」及び当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う事業者でないこと。

本給付金の支給申請の段階で，今後も事業を継続する意思を有していること。

土浦市暴力団排除条例（平成23年３月25日条例第９号）第２条各号で定める暴力団
関係者でないこと。

国が支給する持続化給付金を受給していないこと，また，今後受ける予定がないこ
と。

国が支給する持続化給付金を受給することとなったときは，本給付金については返
納すること。

市の職員が，支給対象要件の確認のために申請者の市税の収納状況を確認するこ
と。

預金の種類 口 座 番 号

本申請書及び添付書類の申請内容に事実と相違がないこと。

市の職員が行う支給対象要件の確認のための実態調査（書面，口頭，事業所・自宅
立入等）に協力すること。

金融機関名 支 店 名

フリガナ

口座名義人

電話番号 担当者氏名


